
資料１ 
 
 

関係連府省庁等ヒアリング項目 

 

第３５回 監視・影響調査専門調査会 ＜５月２５日（月）開催＞ 

厚生労働省 

● 「困難を抱える親子を地域で支える仕組みづくり」 
【ウ．①】に関連する施策 

○ 母子家庭等就業・自立支援事業 

○ 母子家庭等日常生活支援事業 

－雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課 母子家庭等自立支援室 

○ 職業紹介等を行う企業等による婦人保護施設等の退所者（ＤＶ

被害者等）に対する就業支援 

○ 婦人保護退所者自立生活援助事業 

－雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課 母子家庭等自立支援室 

● 「生活困難の次世代への連鎖を断ち切るための取組」 
【ウ．②】に関連する施策 

○ 子どもの健全育成プログラム 

○ 子どもの学習支援のための給付の創設（生活保護世帯対象） 

― 社会・援護局 保護課   

● 「雇用の場の改革」【イ．①】に関連する施策 
○ パート労働者の均衡待遇 

－雇用均等・児童家庭局 短時間・在宅労働課 

【   】内は、論点整理「５．（４）今後検討すべき課題」との対応関係
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第３６回 監視・影響調査専門調査会 ＜５月２６日（火）開催＞ 

文部科学省 

● 「若年期におけるライフプラニングを考えるための教育の充実」 
【ア．①】関連施策 

○ キャリア教育に関する施策 

－生涯学習政策局政策課 

○ ライフプラニングに関する施策 

－生涯学習政策局男女共同参画学習課 

● 「生活困難の次世代への連鎖を断ち切るための取組」 
【ウ．②】関連施策 

○ 教育費の軽減に関する施策 

－生涯学習政策局政策課 

● 「国際結婚や在留外国人とその子どもへの支援」 
【ウ．③】関連施策 

○ 外国人家庭の子どもに関する施策 

－初等中等教育局国際教育課 

－ 文化庁国語課      

内閣府 

● 「暴力被害当事者等のエンパワーメントに向けた支援の充実」 
【ア．③】関連施策 

○ 配偶者からの暴力被害者支援セミナー 

○ 配偶者からの暴力被害者支援アドバイザー派遣事業 

○ DV 全国会議 
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○ DV 相談ナビ 

○ 配偶者からの暴力被害者自立支援モデル事業 

○ HP における支援情報の提供 

－男女共同参画局推進課 

● 「国際結婚や在留外国人とその子どもへの支援」 
【ウ．③】関連施策 

○ 外国語による情報提供 

● 「自立概念の捉えなおしと支援チャネルの多様化」 
【エ．②】関連施策 

○ 配偶者からの暴力被害者自立支援モデル事業（再掲） 

－男女共同参画局推進課 

東京都社会福祉協議会 

● 「生活困難の次世代への連鎖を断ち切るための取組」 
【ウ．②】関連施策 

○ 児童・女性福祉連絡会－子ども、女性、家族への支援に向けた

連携施設の相互連携に関する事業 

● 「暴力被害当事者等のエンパワーメントに向けた支援の充実」 
【ア．③】関連施策 

○ 性暴力被害者への支援に関する事業 

 


